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1　はじめに

　野菜類の種類は多く、園芸学用語集・作
物名編（2005）には、キノコ類を除いた
野菜類が53科、261種が記載されており、
多くの野菜類が食用されている。この中で、
ウリ科のクロダネカボチャは食用ではな
く、台木として利用されている。同様に、
ナス科にもヒラナスやスズメナスビがみら
れ、主に土壌病害や線虫対策の台木として
接木栽培に利用されている。
　国立研究開発法人 農業・食品産業技術

総合研究機構（以下「農研機構」という）
の第４期中長期計画の研究体制は４つの研
究セグメントが連携を図りながら、体系的
な成果を生み出し、研究成果の最大化が図
られるように設計されている（表）。
　野菜の病害虫研究はセグメントⅢとセグ
メントⅣを中心に進められている。セグメ
ントⅠやセグメントⅡの一部にも病害虫に
関連する課題がみられるが、ここでは、農
研機構が実施する野菜の病害虫研究につい
て、セグメントⅢとセグメントⅣの研究内
容を中心に紹介する。

表　農研機構における第４期中長期計画の研究セグメント
セグメントⅠ～Ⅲ 暮らしを “豊かにする” 研究

セグメントⅠ 生産現場の強化・経営力の強化 農作物を “安く作る” 研究
強い農業、もうかる農業、農業の成長
産業化を実現し、農業を産業として自
立させることで、農業・農村の所得を
10 年で倍増することに貢献する。

セグメントⅡ 強い農業の実現と新産業の創出 “良いものを作る “研究

セグメントⅢ
農産物・食品の高付加価値化と
安全・信頼の確保

“高く売る “研究

セグメントⅣ
気候変動に負けない研究、農業
の体質を強化する研究、生産基
盤の強

きょうじんか

靭化 

“豊かな暮らしを支える”
研究

農業の体力をつける研究、さらに環境
保全型農業の主流化によって農業の体
質を改善することを目指す研究

　調査・報告

国立研究開発法人　農業・食品産業技術総合研究機構
野菜花き研究部門　野菜病害虫・機能解析研究領域長

武田　光能

【要約】

野菜の病害虫研究には多くの現場ニーズがあり、新たに発生する病害虫の対策や薬剤抵
抗性で防除が困難となった病害虫の対策が求められる。病害虫研究は環境保全型農業を指
向し、土着天敵の保護強化や生物的防除法、物理的防除法、耕種的防除を組み合わせた、
持続可能な防除体系の策定を進めている。国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研
究機構が実施する野菜の病害虫研究について、その概要を紹介する。

農研機構における野菜の病害虫研究
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２　野菜類の病害虫研究とは

　病害虫研究では有害動植物の総合防除で
ある総合的病害虫・雑草管理（IPM）（図１）
を指向し、環境保全型農業の発展を支える
防除体系の策定を目指している。病害虫の
防除手段には、化学的防除、生物的防除、
物理的防除、耕種的防除があり、IPMはこ
れらの防除手段を相互に矛盾しないように
使用して、病害虫の発生を被害許容水準以
下に維持することとされている。特に、化
学合成農薬の過度の使用は、薬剤抵抗性の
発達を助長するとともに、環境への負荷を
増大させる。そのため、農薬使用を前提と
する場合は、効率的使用法の開発や発生予
測に基づく防除適期の把握に関する研究が
実施されている。
　IPMでは、常に病害虫・雑草の発生しに
くい環境整備を行い、耕種的対策の実施、
輪作体系、抵抗性品種の導入、種子消毒、
土着天敵の活用、伝染源植物の除去、化学
農薬による予防などの対策が求められる。
その上で、病害虫の発生予察情報やモニタ

リングで防除要否と防除適期の判断を行
い、多様な防除手段の中から適切な防除対
策を実施する。病害虫の研究は、これらの
IPMの体系化あるいは防除のための個別技
術の開発を行うことになる。
　野菜の病害虫については、病害を中心に
主因（病原体）、素因（植物の発病しやす
さ）、誘因（環境条件）の考え方（図２）
が広く用いられている。これら３要因が重
なる時に病害が発生することから、個々の
要因を可能な限り小さくすることで病害を
抑えるという考え方である。主因対策には
農薬散布などで病原体や害虫の密度を低く
することが重要であり、施設で病害虫の持
ち込みを防止する物理的防除も主因の対策
となる。
　次いで、素因は植物側の発病しやすい性
質や害虫に加害されやすい性質といった要
因であり、野菜病害では抵抗性品種や接木
苗の利用で病気に対する抵抗性の高い状態
が維持できる。さらに、病害虫の発生には
温度や湿度といった環境条件の影響が大き
く、特に病原体の発芽や侵入には結露や高

資料：農林水産省の総合的病害虫・雑草管理（IPM）実践指針

図１　総合的病害虫・雑草管理（IPM）の体系

病害虫・雑草の発生しにくい環境の整備
・耕種的対策の実施（昨期移動、排水対策等）
・輪作体系の導入
・抵抗性品種の導入
・種子消毒の実施
・土着天敵の活用
・伝染源植物の除去
・化学農薬による予防（育苗箱施用、植穴処理等）
・フェロモン剤を活用した予防など

防除要否およびタイミングの判断
・発生予察情報の活用
・ほ場状況の観察等

多様な手法による防除
・生物的防除（天敵など）
・物理的防除（粘着板など）
・化学的防除（化学農薬等）

【予防的措置】 

【防 除】 

病害虫などの発生状況が経
済的被害を生ずると判断

IPMの基本的な実践方法 

図１ 総合的病害虫・雑草管理（ ）の体系

【判 断】 

（農林水産省の総合的病害虫・雑草管理（ ）実践指針より）
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湿度が必要となるため、湿度管理で病害の
発生を抑制することができる。また、害虫
や天敵の利用場面でも環境条件の影響は重
要な項目となっている。

３　�セグメントⅢで実施されている野菜の
病害虫研究

（1）�野菜の高収益生産技術を支える品種
育成と基盤技術の開発

　セグメントⅢの大課題「野菜・花きの高
収益生産技術の開発」の中課題「野菜の高
収益生産技術を支える品種育成と基盤技術
の開発」では、病害虫に対する品種抵抗性
の研究が進められている。特に、なすの青
枯病・半枯病抵抗性、ネコブセンチュウ抵
抗性や台木の育成が行われている。同じく
病害抵抗性ピーマン・トウガラシ類は青枯
病・疫病・線虫に抵抗性を示す品種あるい
は台木用品種が育成されている。ウリ科で
は西南暖地で問題となるメロン黄化えそウ
イルス（MYSV）によるキュウリ黄化え
そ病に対する抵抗性品種の育成が進められ
ている。また、メロン退緑黄化病の抵抗性
品種の育成と選抜マーカーの開発が実施さ

れている。同じくきゅうりではうどんこ病・
べと病の抵抗性と選抜マーカーの開発が実
施されている。さらに、西洋かぼちゃの
うどんこ病やいちごの炭疽病抵抗性 DNA
マーカーの開発が実施されている。種子繁
殖型いちごは、栄養繁殖に比べて増殖効率
が高く、親株からの病害虫やウイルスの持
ち込みがないことから、病害虫防除にも大
きく貢献する。
　アブラナ科野菜では、だいこんの黒斑細
菌病抵抗性やキャベツ根こぶ病抵抗性マー
カーと実用品種の開発が進められている。
　これに対して、害虫に対する抵抗性は国
内の実用品種でワタアブラムシ抵抗性のメ
ロン「アールス輝」に限られ、実用化研究
は病害に比べて非常に少ない。唯一、ネギ
ハモグリバエに対して高度抵抗性を示すね
ぎ系統の育成が進められ、抵抗性機構の解
明や実用品種の育成が期待される。育種分
野との連携による野菜病害虫の品種抵抗性
は、今後の病害虫研究の重点化対象とされ
ている。
　同じく、セグメントⅢの大課題「病害虫
のリスク管理と植物検疫高度化のための研
究開発」が実施されている。この大課題は、

資料：施設園芸・植物工場ハンドブック（日本施設園芸協会編、農文協）より作成

図２　野菜病害虫の主因（病原体、害虫）、素因（野菜類）・誘因（環境条件）の関係
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図 野菜病害虫の主因（病原体、害虫）、主因（野菜類）・誘因（環境条件）の関係
施設園芸・植物工場ハンドブック（日本施設園芸協会編、農文協）より作成
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農林水産省が行政施策・措置を実施してい
く上で必要としているレギュラトリーサイ
エンス（注）に属する研究が含まれ、植物防
疫分野（植物病害虫の検査法、まん延防止
技術の開発）が対象となる。

注：科学的知見と、規制などの行政施策・措置との間を
橋渡しする科学で、（ア）行政施策・措置の検討・
判断に利用できる科学的知見を得るための研究

（Regulatory Research）、（イ）科学的知見に基づ
いて施策を決定する行政（Regulatory Affairs）の
両方が含まれる

（２）�農産物輸出促進と食料の持続的安定供
給を実現する植物保護技術の高度化

　セグメントⅢの中課題「農産物輸出促進
と食料の持続的安定供給を実現する植物保
護技術の高度化」では、いちご輸出と野菜
種子輸出の課題が実施されている。生果
実（いちご）の輸出は輸出相手国の残留農
薬基準値（MRL's）をクリアする必要があ
り、新規物理的防除法である蒸熱処理でい
ちご苗のハダニ類やうどんこ病の防除、次
亜塩素酸水で育苗期のいちご炭疽病の防除
対策、さらに農薬の減衰モデルによる輸出
相手国の MRL's に対応した農薬散布時期
の推定などの課題が実施されている。
　野菜種子の輸出は、トマトかいよう病菌
やアブラナ科野菜の種子伝染性細菌病害に
ついて選択培地の利用が検討されている。
また、国内未発生ウイロイド、ウイルスな
ど植物病原体およびその媒介者となる微小
害虫種の遺伝子情報に基づく検出同定技術
の開発では、野菜類に発生するアザミウ
マ類の DNA バーコード領域による識別や
国内未発生のトスポウイルスの検出法の開
発、ポスピウイロイドについてはトマトな
ど重要野菜類に対する病原性の解析が進め
られている。

　ねぎやにんじんに大きな被害を与える新
害虫クロバネキノコバエの一種に関する研
究では、農食事業の成果として「クロバ
ネキノコバエの一種 Bradysia sp. 防除の
ための手引き」（図 3）が公表されている。
さらに、本種に誘引活性を示す物質の探索
や本種の塩基配列情報を解析することで、
近縁種との識別が可能となる遺伝子領域の
検出などが実施されている。

（３）　�薬剤抵抗性病害虫の早期診断と発生
防止技術の開発

　セグメントⅢのもう一つの中課題「薬剤
抵抗性病害虫の早期診断と発生防止技術の
開発」では、薬剤抵抗性の発達を遅延させ
る抵抗性管理体系の構築に向けて薬剤抵抗
性モニタリング手法の開発を進めている。
ワタブラムシはネオニコチノイド系殺虫
剤、コナガはジアミド系殺虫剤、ネギアザ
ミウマはネオニコチノイド系やスピノシン

資料： http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/pub2016_
or_later/pamphlet/tech-pamph/075856.html

図３　�クロバネキノコバエの一種�
Bradysia�sp.防除のための手引き

ハダニ卵（左上、赤矢印）とミヤコカブリダニ
（左上、青矢印）、アザミウマ（右上、赤矢印）と
スワルスキーカブリダニ（右上、青矢印）、バン
カーシート本体・パック製剤・保水資材・天敵産
卵用資材（左下）、バンカーシートの設置風景
（右下）

図３ クロバネキノコバエの一種 防除のための手引きと
バンカーシート利用マニュアル
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系殺虫剤に対する抵抗性が問題となってお
り、これらの難防除害虫を対象に、ゲノム
解析により薬剤抵抗性原因遺伝子の同定を
行い、遺伝子情報に基づいて抵抗性個体群
を検出し、抵抗性の程度（抵抗性遺伝子の
頻度）を評価する手法の開発が進められて
いる。薬剤抵抗性の発達を遅延させる農薬
の散布法について、薬剤の浸透移行性の有
無や害虫の生態などを組み合わせた多くの
シミュレーションモデルを用いた検討が行
われ、チョウ目害虫では異なる薬剤の世代
内散布の有効性が示されている。

４　�セグメントⅣで実施されている野菜の
病害虫研究

　持続型農業に貢献する作物保護・土壌管
理及び地域資源利用技術の開発の大課題
には野菜病害虫に関する３つの中課題が
ある。持続可能な農業生産（Sustainable 
agriculture）を支える取り組みとして、
環境保全型農業、生物多様性と調和した農
林水産業、食料自給率の向上などに対応す
るための研究開発である。

（1）�昆虫機能及び生物間相互作用の分子
基盤の解明に基づく革新的病害虫制
御技術の開発

　中課題「昆虫機能及び生物間相互作用の
分子基盤の解明に基づく革新的病害虫制御
技術の開発」では、吸汁性害虫のアザミウ
マ類については、発育を阻害する遺伝子候
補の探索が実施されている。昆虫の視覚や
匂いの情報処理機構では、紫LED光への
天敵（ヒメハナカメムシ類）の誘引効果や
天敵温存植物から天敵類を作物へ効率的に
移動させる技術が検討されている。

（２）�物理的、生物的土壌消毒や作物の抵
抗性などを複合的に利用した病害及
び線虫害管理技術の開発

　中課題「物理的・生物的土壌消毒や作物
の抵抗性などを複合的に利用した病害及び
線虫害管理技術の開発」では、ハクサイ黄
化病の高度診断法として、発病抑止性を示
す土壌の微生物相の解明が実施されてい
る。
　また、土壌還元消毒や抵抗性品種（高接
木）の活用による土壌病害線虫害防除技術
の開発では、新規土壌消毒資材の有効性の
確認と現地実証試験が行われ、線虫害対策
としての対抗植物エンバク類の有望系統の
品種登録が行われている。生物的・化学的
処理による作物の病害抵抗性誘導や微生物
間相互作用の利用による新たな病害抑制技
術の開発では、キャベツ黒すす病に対する
有用微生物の選抜が行われ、トマトの抵抗
性誘導を発揮させる資材としてアミノ酸類
の効果が解析されている。なお、有機質肥
料活用型養液栽培では少数の硝化菌を用い
て土壌機能を再現する研究が進められ、土
壌病害の抑止効果が検討されている。

（3）�害虫の情報応答機構や土着天敵の高
度利用による難防除病害虫の管理技
術の開発

　中課題「害虫の情報応答機構や土着天敵
の高度利用による難防除病害虫の管理技術
の開発」では、光や音波、情報化学物質を
利用した害虫および天敵の行動制御技術の
開発として、植物体に赤色光を照射するこ
とでアザミウマ類などの発生が抑制される
現象の機構解明が行われている。また、コ
ウモリ類の超音波を擬した超音波発生装置
でハスモンヨトウなどのチョウ目害虫に対
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する防除効果の現地実証が実施されてい
る。さらに、トマトのタバココナジラミに
人工合成音を照射することでトマト黄化葉
巻病の感染率が低下するなどの試験が実施
されている。
　また、天敵タバコカスミカメの行動を制
御することを目的に、紫色光や光に対する
日周行動が解析されている。さらに、植物
を利用した温存・強化法による土着天敵の
実用化技術では、タバコカスミカメの温存
植物の選定やヒメハナカメムシ類を誘引す
る光反射率の高いトラップによるモニタリ
ング法の開発が行われている。アブラバチ
類のバンカーシステムの開発では、複数種
のアブラバチ類を利用する新たなバンカー
システムの開発が行われている。これらに
加えて、土着天敵相の解明に不可欠なカブ
リダニ類の種判別を可能とする「カブリダ
ニ類識別マニュアル（中級編）」の公表や
生物農薬として利用するカブリダニ類の保
護増殖資材であるバンカーシート（図４）
の開発が行われている。

５　おわりに

　国内で利用される野菜類261種のそれ
ぞれに5種の重要病害と５種の重要害虫が
いるとすれば、2610種の病害虫対策が必
要となる。しかし、異なる野菜類でも病害
虫は共通の種が多く、例えば、害虫の食性

（寄主範囲）をみても単食性の種よりも広
食性の害虫類が多い。
　野菜の病害対策では、品種抵抗性の利用
をはじめとする耕種的防除、台木品種の接
木や高接木・多段接木といった防除法の活
用が求められる。施設の害虫対策では、物
理的な侵入防止や植生管理と生物農薬の利
用が重要であり、露地野菜では土着天敵の
保護強化による保全的生物的防除に関する
研究の発展が期待される。
　これらの環境保全型防除の主流化に向け
て、病害虫分野には育種分野との連携や公
設研究機関・民間との連携が不可欠となっ
ている。

図４　バンカーシート利用マニュアル

ハダニ卵（左上、赤矢印）とミヤコカブリダニ
（左上、青矢印）、アザミウマ（右上、赤矢印）と
スワルスキーカブリダニ（右上、青矢印）、バン
カーシート本体・パック製剤・保水資材・天敵産
卵用資材（左下）、バンカーシートの設置風景
（右下）

図３ クロバネキノコバエの一種 防除のための手引きと
バンカーシート利用マニュアル

ハダニ卵（左上、赤矢印）とミヤコカブリダニ（左上、青矢印）、アザミウマ（右上、赤矢印）
とスワルスキーカブリダニ（右上、青矢印）、バンカーシート本体・パック製剤・保水資材・
天敵産卵用資材（左下）、バンカーシートの設置風景（右下）
資料：http://www.naro.affrc.go.jp/project/research_activities/laboratory/narc/077789.html




